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１．平成２２年度の整備方針

「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」の目標達成を目指し、
整備を推進。
・安全・安心な教育環境を確保するため、最重要課題である耐震化
等の老朽再生整備を推進

・若手研究者等のための環境や世界トップレベル拠点整備の推進
・大学附属病院の整備を推進

２．附属病院に対する財政支援

附属病院を取り巻く多くの課題を踏まえ、国と国立大学法人の役割
分担の観点から、病院施設整備に対し施設整備費補助金の補助負担割
合を見直す。

３．平成２２年度概算要求・要望額

文教施設費 １，４３９億円（８３４億円）
・施設整備費補助金 １，０１３億円（４０１億円）
・長期借入金 ３７０億円（３７７億円）
・財務・経営センター施設費交付金 ５６億円（ ５６億円）

※（ ）内は平成２１年度当初予算

４．その他

第２次５か年計画に次ぐ新たな施設整備計画の策定に向け、今後の
中長期的な施設整備の在り方等について検討。本年８月に中間まとめ
を報告し、２２年度中を目途に最終報告をまとめる予定。
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『第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画』の目標達成

「第２次５か年計画」の最終年度として整備目標の達成を目指す。その際、地球

環境に配慮した取組を推進するとともに、国の各種政策や社会的ニーズ等を踏まえ

つつ、主に以下の施設整備を重点的に実施する。

◆ 安心・安全な教育研究環境を確保するため、最重要課題としてＩｓ値0.4以下

の施設の耐震化等の老朽再生整備を推進

◆ イノベーションを創出する若手研究者等のための環境や国際競争力強化のため

の世界トップレベル拠点の整備を推進

◆ 先端医療の先駆的役割などを果たすために必要な大学附属病院の再開発整備を

推進

「第２次５か年計画」の最終年度として整備目標の達成を目指す。その際、地球

環境に配慮した取組を推進するとともに、国の各種政策や社会的ニーズ等を踏まえ

つつ、主に以下の施設整備を重点的に実施する。

◆ 安心・安全な教育研究環境を確保するため、最重要課題としてＩｓ値0.4以下

の施設の耐震化等の老朽再生整備を推進

◆ イノベーションを創出する若手研究者等のための環境や国際競争力強化のため

の世界トップレベル拠点の整備を推進

◆ 先端医療の先駆的役割などを果たすために必要な大学附属病院の再開発整備を

推進

「第２次５か年計画」 ※（平成18～22年度） の概要「第２次５か年計画」 ※（平成18～22年度） の概要

基本方針
・老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化の解
消を図り、人材養成 機能を重視した基盤的施設及び卓越した研究拠点の再生を図る。また、大学
附属病院についても計画的な整備を図る。

・老朽施設の再生を最重要課題とした上で、併せて、新たな教育研究ニーズによる施設の狭隘化の解
消を図り、人材養成 機能を重視した基盤的施設及び卓越した研究拠点の再生を図る。また、大学
附属病院についても計画的な整備を図る。

整備目標

※ 本計画は「第３期科学技術基本計画」（閣議決定）に基づき策定※ 本計画は「第３期科学技術基本計画」（閣議決定）に基づき策定

・整備需要：約1,000万㎡ ⇒ 緊急に整備すべき対象に重点化

整備目標：約 540万㎡ ⇒ 所要経費：約1兆2,000億円

・整備需要：約1,000万㎡ ⇒ 緊急に整備すべき対象に重点化

整備目標：約 540万㎡ ⇒ 所要経費：約1兆2,000億円

Ⅰ．教育研究基盤施設の再生 ①老朽再生 約400万㎡
②狭隘解消 約 80万㎡

Ⅱ．大学附属病院の再生 約 60万㎡

Ⅰ．教育研究基盤施設の再生 ①老朽再生 約400万㎡
②狭隘解消 約 80万㎡

Ⅱ．大学附属病院の再生 約 60万㎡

平成２２年度の整備方針

国立大学法人等の施設は、世界一流の優れた人材の養成と創造的・先端的な研究
開発を推進するための拠点であり、我が国にとって不可欠な基盤であることから、
「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」に基づき、国立大学法人等施設の重
点的計画的整備を支援する。

国立大学法人等の施設は、世界一流の優れた人材の養成と創造的・先端的な研究
開発を推進するための拠点であり、我が国にとって不可欠な基盤であることから、
「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」に基づき、国立大学法人等施設の重
点的計画的整備を支援する。

「第２次５か年計画」 の進捗状況及び課題
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○ 整備目標（540万㎡）に対し、残り約３
割（141万㎡）の整備が残存。特に、本計
画で耐震化を目指したＩｓ値0.4以下の施
設も42万㎡残存しており、第２次５か年
計画期間中の確実な措置が必要。

○ この他にも狭隘化への対応や医療環境の
改善等の課題がある。

○ 整備目標（540万㎡）に対し、残り約３
割（141万㎡）の整備が残存。特に、本計
画で耐震化を目指したＩｓ値0.4以下の施
設も42万㎡残存しており、第２次５か年
計画期間中の確実な措置が必要。

○ この他にも狭隘化への対応や医療環境の
改善等の課題がある。

ｼｽﾃﾑ改革 ・国立大学法人等が取り組む、施設マネジメントや新たな整備手法等のシステム改革を一層推進する。・国立大学法人等が取り組む、施設マネジメントや新たな整備手法等のシステム改革を一層推進する。

老朽化し耐震性の
低い施設
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［課題］

［現状のスキーム］

国立大学附属病院に対する財政支援について（施設整備関係）

診療報酬の減額改定、過大な承継債務 など

附属病院運営費交付金附属病院運営費交付金

○経営改善係数の見直し
○採算性の低い診療部門への支援

国立大学附属病院国立大学附属病院債務債務
負担軽減経費（負担軽減経費（新規新規））

○一定要件の承継債務を国が負担

附属病院運営費交付金附属病院運営費交付金

「教育研究」に係る経費
： 特定運営費交付金で確実に措置

「診療」(「一般診療経費＋債務償還経費」)
に係る経費

： 原則病院収入で対応

※病院収入が「一般診療経費＋債務償還経費」
よりも少ない場合経営改善係数（２％）を
課した上で、附属病院運営費交付金を措置

その他その他

ＮＩＣＵ等周産期医療の
ための診療用設備費な
どへの補助

設備整備に対し、財政
投融資資金による貸付

など

診療業務の負担が増加、医師の教育研究時間の減少、臨床系論文数の減少などの影響

再開発整備済の病院 再開発整備中の病院 再開発未整備の病院

検討の方向性

施設整備費補助金施設整備費補助金

再開発整備等を行う法人に対し、
国と法人の役割分担の観点から
見直し、支援を行う。

＜見直し案＞

施設整備費補助金 １５％

財政融資資金 ８５％

一体的な支援

施設整備費補助金施設整備費補助金

病院施設整備に対し、施設整
備補助金を一定割合措置。残
りについては、財政融資資金
による貸付

（現行割合）

施設整備費補助金 １０％
財政融資資金 ９０％

－３－－３－



１，９３２億円

１，３０１億円

４，８３３億円

２，２８９億円

２，５０２億円

４，９７０億円

２，６２７億円

１，４０４億円

１，４３３億円
１，５６７億円

２，１０４億円

１，７９５億円

第１次国立大学等施設緊急整備
５か年計画期間

第１期科学技術基本計画 第２期科学技術基本計画 第３期科学技術基本計画

第２次国立大学等施設緊急整備
５か年計画期間

１，８１８億円

１，４４２億円
１，４３９億円

［参考］国立大学法人等施設整備費予算額の推移（平成８年度～平成２２年度概算要求・要望額）

施設費交付金（営繕事業） ５６億円

長期借入金 ３７７億円
（施設費貸付事業）

施設整備費補助金 ４０１億円
（施設整備費補助事業）

平成21年度予算額
８３４億円

施設費交付金（営繕事業）５６億円

長期借入金 ３７０億円
（施設費貸付事業）

設整備費補助金 １，０１３億円
（施設整備費補助事業）

平成22年度概算要求・要望額
１，４３９億円

教育研究基盤施設の再生 ９３８億円

財 源 事 業

大学附属病院の再生 ４４５億円

営繕 ５６億円

うち、事業費1.5割、設計費10割
施設整備費補助金（７５億円）

大学病院の再開発整備

施設の耐震化

世界トップレベル拠点の整備
経済危機対応
等特別措置

平成２２年度国立大学法人等施設整備費概算要求の概要

－４－－４－



◆第２次５か年計画の整備目標達成のためには、残り141万㎡の整備が必要。
最終年度となる平成22年度までに目標達成に向け必要となる施設整備予算の確保が必要不可欠。

◆現在保有する施設を維持するための改修や改築の費用だけでも毎年約2,200億円（試算）以上の予算
が必要であり、安定的整備を実現する施設整備予算の充実が不可欠。

◆今後、具体的な整備目標を含め、次期５か年間（平成23～27年度）の施設整備計画の策定が必要。

◆第２次５か年計画の整備目標達成のためには、残り141万㎡の整備が必要。
最終年度となる平成22年度までに目標達成に向け必要となる施設整備予算の確保が必要不可欠。

◆現在保有する施設を維持するための改修や改築の費用だけでも毎年約2,200億円（試算）以上の予算
が必要であり、安定的整備を実現する施設整備予算の充実が不可欠。

◆今後、具体的な整備目標を含め、次期５か年間（平成23～27年度）の施設整備計画の策定が必要。

国と国立大学法人等の役割分担を踏まえつつ、以下のとおり、必要な公財政措置の確保が不可欠。

◆これらの課題を踏まえつつ、各大学等が個性と魅力あふれるキャンパス環境を整備していくこと
ができるよう目指すべき姿を整理し、計画的整備を推進するための中長期的な方策を整理。

教育研究を活性化し
「知」を発信・交流する

教育研究環境の整備

国際競争力のある
世界的研究・教育

拠点の形成

先端医療・地域
医療に対応した
附属病院の整備
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備
安全・安心な教育研究環境の確保（Safety）

耐震化をはじめ安全上著しい支障がある老朽施設・基幹設備の解消

地球環境に配慮した教育研究環境の実現（Sustainability）
環境負荷が少なく持続的発展が可能なサステナブル・キャンパスへの転換

教育研究環境の高度化・多様化（Strategy）
施設機能の高度化・多様化など質的向上への戦略的な整備

ク
オ
リ
テ
ィ
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ッ
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◆今後重点的に整備が必要な施設を整理（第２次５か年計画に次ぐ新たな施設整備計画の柱を提示）

知の拠点－ 我が国の未来を拓く国立大学法人等施設の整備充実について
～新たな価値を生み出すキャンパス環境の創造・発展～

（中間まとめのポイント）

○ このほか、以下のような課題を抱えている状況。

・安全上・機能上問題を抱える老朽施設は、平成21年度末

推計で約650万㎡（全体の１/４）。

・狭隘化や医療環境の変化、地球環境問題等への対応。

・毎年度当初予算は減少しており、補正予算で対応しているものの、計画的かつ十分な整備が困難。

・諸外国ではキャンパス整備に重点投資。OECD各国と比して我が国の投資は最低水準。
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○ 整備目標（540万㎡）に対して残り約３割（141
万㎡）の整備が残存。本計画で耐震化を目指した
Ｉｓ値0.4以下の施設も、42万㎡残存。
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研究機能の発展

産学官連携の強化

地域貢献の推進

国際化の推進

地球環境問題への貢献

キャンパス環境の充実

教育機能の発展

研究機能の発展

産学官連携の強化

地域貢献の推進
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長期的な視点に立ったキャンパス環境の整備

効果的・効率的な整備による価値の向上

ＰＤＣＡサイクルに基づく施設マネジメントの推進

多様な財源を活用した戦略的整備の推進

戦略的マネジメントに必要な人材の育成

長期的な視点に立ったキャンパス環境の整備

効果的・効率的な整備による価値の向上

ＰＤＣＡサイクルに基づく施設マネジメントの推進

多様な財源を活用した戦略的整備の推進

戦略的マネジメントに必要な人材の育成

◆「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」（平成１８～２２年度）の進捗と施設の課題を整理。

◆国立大学法人等施設は、国立大学法人等の使命を果たす基盤であり、人材育成や学術研究等の礎。
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